
社
会
保
障
改
革
推
進
法
案
の
問
題
点

　
①
目
的
は
、
国
・
地
方
自
治
体
の
財
政

が
大
変
な
の
で
、
安
定
し
た
財
源
を
確
保

す
る
た
め
に
、
社
会
保
障
の
給
付
を
う
け

る
人
が
保
険
料
な
ど
を
負
担
す
る
給
付
抑

制
の
方
針
を
明
記
し
ま
し
た
。

　
②
基
本
的
な
考
え
方
は
、
社
会
保
障
は

「
自
分
」
で
解
決
し
、「
共
助
」
＝
国
民
・

家
族
、
あ
る
い
は
第
三
者
の
助
け
合
い
＝

で
維
持
、「
公
助
」
の
国
・
地
方
自
治
体

の
役
割
を
軽
視
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、

国
の
責
任
を
家
族
・
国
民
相
互
の
助
け
合

い
を
通
じ
た
個
人
の
自
立
支
援
に
矮
小
化

す
る
も
の
で
、
国
に
よ
る
生
存
権
保
障
を

規
定
し
た
日
本
国
憲
法
25
条
1
項
（
生
存

権
）
及
び
2
項
（
国
の
義
務
）
に
抵
触
す

る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。

　
③
社
会
保
障
給
付
の
重
点
化
・
制
度
運

営
の
効
率
化
に
よ
り
負
担
の
増
大
を
抑
制

す
る
こ
と
を
明
記
し
ま
し
た
。

　
「
国
の
責
任
」
を
「
国
民
の
責
任
」
に

置
き
換
え
る
憲
法
違
反
で
あ
る
こ
と
が
最

大
の
問
題
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

社
会
保
障
制
度
の
財
源
は

保
険
料
と
消
費
税

　
医
療
・
年
金
・
介
護
分
野
の
主
た
る
財

源
は
社
会
保
険
料
に
求
め
る
と
し
て
い
ま

す
（
２
条
３
号
）。
こ
れ
は
、
国
と
地
方

の
負
担
は
補
助
的
・
限
定
的
な
も
の
と
し
、

大
幅
に
公
費
負
担
の
割
合
を
低
下
さ
せ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
「
国
民
の
共
助
」
が
根
底
に
あ
る
た
め
、

国
民
が
負
担
し
な
け
れ
ば
給
付
が
う
け
ら

れ
ま
せ
ん
よ
と
、
言
う
考
え
に
な
り
ま
す
。

　
社
会
保
障
に
於
け
る
保
険
原
理
（
負
担

な
け
れ
ば
給
付
な
し
）
が
強
化
さ
れ
る
と
、

介
護
保
険
制
度
や
医
療
な
ど
、
サ
ー
ビ
ス

を
受
け
ら
れ
な
い
人
が
続
出
す
る
恐
れ
が

あ
り
ま
す
。
例
え
ば
、
介
護
保
険
料
滞
納

者
へ
の
給
付
制
限
や
、
国
民
健
康
保
険
滞

納
者
へ
の
保
険
証
取
り
上
げ
が
現
在
で
も

起
き
て
い
ま
す
。

　
福
祉
・
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
応
じ
て

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
本
人
が
負
担
す
る
応

益
負
担
が
導
入
さ
れ
問
題
で
す
。
実
際
に

こ
の
間
の
法
改
正
は
、
社
会
保
障
を
抑
制

す
る
こ
と
を
目
的
に
受
益
に
応
じ
た
負
担

に
強
制
的
に
次
々
に
変
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

「
社
会
保
障
改
革
推
進
法
案
」
を
、
法
律

と
し
て
格
上
げ
し
て
決
め
て
し
ま
う
こ
と

は
た
い
へ
ん
危
険
で
す
。

公
費
負
担
の
主
要
財
源
は
消
費
税

　
社
会
保
障
給
付
に
か
か
る
国
・
地
方
公

共
団
体
の
主
要
な
財
源
に
は
「
消
費
税
及

び
地
方
消
費
税
の
収
入
を
充
て
る
も
の
と

す
る
」（
法
２
条
4
号
）
と
し
て
い
ま
す
。

　
日
弁
連
の
見
解
は
、
応
能
負
担
の
原
則

の
下
、
負
担
で
き
る
も
の
が
税
金
を
払
う
、

力
の
あ
る
者
が
払
う
立
場
と
、
考
え
て
い

ま
す
。

　
７
月
19
日
、
中
央
社
会
保
障
推
進
協
議
議
会
・
消
費
税
廃
止
各
界
連
絡
会

の
共
催
で
行
わ
れ
た
学
習
会
の
講
演
（
要
旨
）
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

第
25
条
（
生
存
権
、
国
の
生
存
権
保
障

義
務
）
①
　
す
べ
て
国
民
は
、
健
康
で

文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
を
営
む
権

利
を
有
す
る
。

②
　
国
は
、
す
べ
て
の
生
活
部
面
に
つ

い
て
、
社
会
福
祉
、
社
会
保
障
及
び
公

衆
衛
生
の
向
上
及
び
増
進
に
努
め
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
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憲
法
13
条
（
基
本
的
人
権
・
幸
福
追
求

権
）、14
条
（
法
の
下
の
平
等
）、25
条
（
生

存
権
）、
29
条
（
財
産
権
）
な
ど
か
ら
導

か
れ
る
応
能
負
担
原
則
の
も
と
、
所
得
再

分
配
や
資
産
課
税
の
強
化
等
の
担
税
力
の

あ
る
と
こ
ろ
に
負
担
さ
せ
る
べ
き
で
す
。

　
も
と
も
と
、消
費
税
は
、負
担
能
力
（
担

税
力
）
の
な
い
人
に
も
負
担
を
課
し
、
低

所
得
者
ほ
ど
負
担
が
多
く
な
る
逆
進
性
の

強
い
税
金
で
す
。
富
め
る
も
の
の
富
が
増

加
す
る
だ
け
で
す
。
主
要
財
源
は
消
費
税

で
は
な
く
「
搾
取
の
な
か
で
富
を
稼
い
で

い
る
人
」
が
負
担
す
る
べ
き
で
す
。

　
社
会
保
障
は
、
全
て
の
国
民
に
関
連
す

る
問
題
で
す
。「
改
悪
案
」
は
社
会
保
障

を
充
実
さ
せ
る
な
ら
消
費
税
増
税
す
る
の

か
、
増
税
が
い
や
な
ら
社
会
保
障
費
抑
制

か
と
い
う
究
極
の
選
択
を
迫
る
も
の
で
す
。

ま
た
、
消
費
税
納
税
義
務
者
は
、
中
小
零

細
業
者
・
自
営
業
者
で
あ
り
、
壊
滅
的
な

打
撃
を
与
え
ま
す
。

社
会
保
障
制
度
改
革
を
具
体
化
す
る

立
法
過
程
の
不
透
明
さ

　
推
進
法
案
（
４
条
）
は
、
新
設
す
る
社

会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
の
審
議
を
経

て
社
会
保
障
制
度
改
革
を
具
体
化
す
る
立

法
措
置
を
講
じ
る
と
し
て
い
ま
す
。

　
国
民
的
議
論
は
、
全
国
民
の
代
表
で
あ

る
国
会
に
お
い
て
、
全
て
の
政
党
・
会
派

が
参
加
し
、
審
議
の
全
過
程
を
国
民
に
公

開
す
べ
き
で
す
。
内
閣
総
理
大
臣
が
任
命

す
る
20
人
の
委
員
に
審
議
を
ゆ
だ
ね
る
こ

と
は
、
民
主
主
義
の
観
点
か
ら
も
不
適
切

で
す
。
特
に
、
生
活
に
直
結
す
る
法
律
は
、

民
主
主
義
＝
「
主
権
は
国
民
に
あ
る
」
こ

と
、
日
本
の
法
律
・
立
法
は
国
民
が
選
挙

で
選
ん
だ
代
表
が
決
め
る
べ
き
で
す
。

　
社
会
保
障
を
抑
制
す
る
法
案
で
す
か
ら
、

な
お
さ
ら
国
民
に
良
く
分
か
る
よ
う
に
説

明
す
る
べ
き
で
す
。

生
活
保
護
制
度
の
見
直
し

　
推
進
法
案
（
付
則
２
条
）
は
、「
生
活

保
護
制
度
の
見
直
し
」
と
し
て
、
生
活
保

護
不
正
受
給
の
厳
格
な
対
処
、
給
付
水
準

の
適
正
化
等
の
見
直
し
（
切
り
下
げ
）
の

実
施
を
考
え
て
い
ま
す
。

　
生
活
保
護
受
給
者
の
増
加
は
、
無
年
金

者
・
低
年
金
者
の
高
齢
者
の
増
加
と
、
非

正
規
雇
用
へ
の
置
き
換
え
に
よ
る
不
安
定

就
労
や
低
賃
金
労
働
が
増
加
し
た
こ
と
が

大
き
な
要
因
で
す
。
本
来
生
活
保
護
が
必

要
な
人
の
２
割
程
度
に
し
か
生
活
保
護
が

行
き
届
い
て
い
な
い
こ
と
こ
そ
が
問
題
で
、

給
付
抑
制
の
み
が
規
定
さ
れ
る
こ
と
は
話

が
逆
で
す
。
給
付
水
準
の
見
直
し
は
、
低

所
得
者
層
の
消
費
支
出
と
の
比
較
に
よ
り
、

保
護
基
準
を
引
き
下
げ
る
こ
と
に
な
り
、

個
人
の
尊
厳
を
守
る
観
点
か
ら
も
是
認
で

き
ま
せ
ん
。

生
活
保
護
基
準
引
き
下
げ
の
問
題

　
生
活
保
護
費
を
抑
制
す
る
原
因
に
マ
ス

コ
ミ
を
含
め
生
活
保
護
バ
ッ
シ
ン
グ
が
あ

り
ま
す
。
　

　
こ
の
問
題
は
、
生
活
保
護
を
受
け
て
い

な
い
人
に
も
大
き
な
影
響
が
あ
り
、
正
し

い
知
識
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
生
活
保
護
利
用
者
数
は
、
対
人
口
比
で

見
る
と
１
９
５
１
年
（
2
・
4
％
）、
２

０
１
１
年
（
１･

６
％
）
と
、
生
活
保
護

の
利
用
率
は
減
少
し
て
い
ま
す
。
日
本
の

生
活
保
護
利
用
率
は
、
先
進
諸
外
国
と
く

ら
べ
て
極
め
て
低
い
数
字
に
と
ど
ま
っ
て

い
ま
す
。
本
来
保
護
が
必
要
な
数
百
万
人

規
模
の
人
が
漏
れ
て
い
ま
す
。

　
「
餓
死
」「
孤
独
死
」
事
件
発
生
の
背

景
に
は
、
生
活
保
護
の
利
用
率
・
補
足
率

の
低
さ
が
影
響
し
て
い
ま
す
。

　
「
扶
養
義
務
者
」
の
支
援
は
、
生
活
保

護
適
用
の
前
提
条
件
で
は
な
い
。
徹
底
調

査
が
行
き
過
ぎ
る
と
本
当
に
生
活
保
護
を

必
要
と
す
る
人
が
利
用
で
き
な
く
な
り
ま

す
。（
補
足
率
…
生
活
保
護
が
必
要
な
人

に
ど
れ
だ
け
行
き
渡
っ
て
い
る
の
か
）

　
不
正
受
給
の
割
合
は
、
0
・
4
％
程
度

で
、
4
年
・
5
年
変
化
は
な
く
、
保
護
者

が
増
え
た
か
ら
は
理
由
に
は
な
り
ま
せ
ん
。

　
生
活
保
護
受
給
が
増
加
す
る
原
因
に
は
、

非
正
規
雇
用
・
派
遣
な
ど
、
低
賃
金
化
の

な
か
、
働
け
ど
も
暮
ら
し
て
い
け
な
い
実

態
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
高
齢
で
働
け
な

い
人
も
多
く
、
命
を
守
る
最
後
の
セ
ー
フ

テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
で
す
。

　
最
低
生
活
費
（
生
活
保
護
）
は
、
健
康

で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
が
で
き
る

よ
う
に
計
算
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
れ
よ
り

も
低
い
賃
金
や
年
金
額
が
問
題
で
す
。
生

活
保
護
基
準
を
引
き
下
げ
る
こ
と
は
、
そ

の
周
辺
の
就
学
援
助
な
ど
の
基
準
そ
の
も

の
が
低
く
な
り
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
す
。

　
３
党
合
意
の
憲
法
違
反
の
法
案
を
、
衆

議
院
で
、
短
時
間
の
審
議
で
決
定
す
る
こ

と
自
体
が
お
か
し
い
。
日
弁
連
は
会
長
声

明
を
あ
げ
て
真
っ
向
か
ら
反
対
し
て
い
ま
す
。

（
東
京
・
全
労
連
会
館
に
て
）

（
文
責
・
編
集
部
）
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